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は， ドノレの過剰流動性が発生し，各国のイ Y フレ由起動力となった。こういう














インフレ γ ョ γにコいて心考察 (161) 3 
の無効 は誰の目にも疑いのないほど明白になってきたのである。
私は ζこでイ γフレが国際経済の局面に限られたものとか，またイ γ フレの



















































2) 拙稿，貨幣恐慌とイ /7レー γ ョン，佐官論叢，昭和42年 8月。
3) 桑野仁，国際金品蛾， 259頁。
インフレ ションについでの考察 (163) 5 
収支の赤字をも賄う手段となって，海外にインフレをばらまいているというの
である。このような観点からすれば，国際的インフレの起動力はアメリカ財政
























4) 山脇ム宏， /メリカ多国籍企業のアゾア戦時と日本，講座，現代日本資本主義， n， 


























































8 (166) 第 112巻第3・4号
ばインフレはおζらないというような通貨数量説的見解はとらない。イ Yフレ
第1表 マネ サプライ，物価，労働生産性の国際比較
年196平1均~上7昇0年率 1961 ~ 6昇5年率年平均上 年19平66均~よ7昇0率年
日 本
+ 19.:f 十 158% マネーナナプライ + 17.6 ヲ6
卸売物価 十1.3 + 0.4 + 2.2 
消費者物価 + 5.9 + 6.2 + 5.5 
労働生産性 十 11.1 + 7.6 + 14.5 
米 国
マネ サプライ 十 4.2 3.8 十 4.6
卸売物価 + 1.5 + 0.4 十 2.1
消費者物価 + 2.8 + 1.3 + 4.3 
労働生産性 十 3.1 イ 4.6 十1.9
イ ギリス
マネーサプライ + 5.5 + 4.1 + 6.8 
卸売物価 十 3.1 十 2.3 + 3.9 
消費者物価 十 4.1 + 3.5 + 4.6 
労働生産性 + 3.2 + 2.8 十 3.4
西 ドイ ジ
マネーサプライ 十 8.1 + 8.9 + 7.2 
卸売物価 + 2.0 + 1_3 + 2.7 
消費者物価 + 2.7 + 2.9 + 2.7 
労働生産性 + 6.0 + 5.9 + 6.2 
フランス
マネー→ナプヲイ + 9.5 + 13.1 + 5.7 
卸売物価 + 3.0 + 2.3 十 3.8
消費者物価 + 4.0 + 3.8 + 4.3 
労働生産性 + 6.4 + 5.7 + 7.2 
イ タ リ ア
マネ サフライ + 15.7 + 14.3 + 17.0 
卸売物価 十 2.6 十 2.7 十 2.6
消費者物価 + 4.0 + 4.9 + 3.0 
労働生産性 + 6.4 十 6.1 + 6.7 
(日銀，国際比較統計，昭和47年)




























10 (168) 第 112巻第3・4号
第2蓑外貨準備高および
米 国 日 本 英 国
量備書(前年比|金 益備高|前年比l金 量備喜|前年比|議
% % ラ6 ラ6 % % 
1960 1(9l303059 0〉 -10 92.C 1，8"4 十 38.0 13.5 31，79 1 + 32.8 75.3 ( 9.0) (19.6) 
1965 1(5ICA0503 〕 一 7.3 89.4 2(，1l3C67 〕 + 5.4 15.6 3〔，1口5345〕 + 29.7 75.4 
1966 14，882 - 3.7 88.9 Z(，1U374 9) - 1.6 15.9 3，100 十 3.2 62.6 (100.0) (20.8) 
1967 14，830 - 0.3 1 81.4 2〈，10305〉 3.3 16.9 Z〈，168951〉 - 13.1 47.9 (1000) 
1968 15，710 + 5.9 69.3 2』1891 + 44.2 12.3 2(，14522 4〉 - 10.1 60.9 (100.0) (18.4) 
1969 16，964 十 8.0 69.9 3，496 + 20.9 11.8 2，154 27 1- 4.3 58.2 (100.0) (20.6) (14.9) 
1970 140，4087 0 - 14.6 76.4 4，399 十 25.8 12.1 2(18927 5〕 + 1.9 47.71 (100.0) (30.3) 
1971 12.167 16.0 ~0.~ 15，235 +246.5 4.5 6(5，4802 〉 十132.8 12.8 (100.0) (125.2) 













イソフ V γ ョンについて田考察
外貨準備高に占める金の割合
西 ドイ ツ フランス
外準備貨高 I前年比 重金重 外準備貨高 I前年比 準比金翠備
% % % % 
7(，30646 〕 + 46.7 42.2 Z(，12172 ) + 30.9 72.2 
吋
7(4pE583 〉 - 8.0 62.3 6(，31903 5〉 十 8.5 77.1 
7(5，61862 〕 + 8.5 55.9 6(4，3963 〉 + 6.4 80.7 
7「5，9386〕 十 4.0 52.9 6，854 + 5.6 76.4 (46.2) 
9〈3640280〕 十 181 48.1 4，201 - 387 92.3 (26.7) 
7，128 - 24.4 57.2 3，833 - 8.R 92.5 (42.0) (22.6) 
139，631 0 
(93，9) 十 90.9 29.2 4(3，9450 2) 1-29.4 71.2 
18.591 + 36.6 24.5 8，203 + 66.4 46.3 (152.8) (67.8) 







(16.8) + 6.4 67.8 
4(3，71323 ) + 23.9 50.8 
4，591 2明 52.6(30.8) 
5，148 + 12.1 46.6 (34.7) 
4(2，8040 8〉 - 6.0 60.4 
4，494 一 7.1 β5.8 (26.5) 
5(，33752 0) 
6(J5R87 ) 十 26.Ri 46.1 



































































6) 高木暢哉，現伐インフレー ション論の間宮点，金融経昔， 103，。














































196年1 1，1日2件 8百0万，39円4 
62 1，779 184，038 
63 1，738 169，459 
64 4，212 
65 6，147 562，410 
66 6，187 398，7ラ9
67 8，192 185，433 I 
68 10，776 797，489 
69 8，523 548，464 














7) 加藤春男，国家独占資本主義下り恐慌の尭現形態，経済， '72年， 3月号。
8) 昭和35年度，経済白書。



















































































15) 青山四郎，現代皆本主葺叩過剰書積とインフ νの新局面，経済.'73年， 8月。
16) 林車道，昭和40年不況の意義。
インフ V ショ γについて白考察 (177) 19 


























18) 北田芳治1 転機に立つ日本経済とインフレ，経済， '73'年， 7周。



























19) 拙稿，新年度予算案の性格， 2，エコノミス"，昭和剖年， 2月20日号。













アンパラ Yスの傾向のあらわれであった。 したがって '65年を中心とした前後
の時期における，国債のみならず，地方債，公社・公団・公庫債の足どりを，
第4表公債発行高，現在高叫住移
l 内国債 |地 方 債[公社公団公庫債
発行高|現在局発行高|現在高発行晶|現在高
J豆諸I 百9，万臼円9 百万円 百万円 百W万円1 9品3百56川方6570円2d|1 百9，万0田円1959 8641 '459，8031 35，4171 157，27 6，281 25 1960 72，6141 446，8201 51，5701 194，6301 135，6721 381，126 
1961 1 38，8681 436，3531 42，8031 221，3271 196，5091 557，732 1，220，412 
!196222473，841503741 1 1 
413，647 47，992 252，800 263，191 783，150 1，449，597 
1963 I 7 424，501 91，830 
318515431i l 337，233 1，088，573 1，831，627 
1964 1 9 432，217 126，646 409， 390，679 1，429，935 2，282，293 
1965 313，977 688，831 197，663 673，909 2，033，973 3，286，141 
1966 777，043 1，421，839 267，890 780，83 876，277 2，814，146 5，016，819 
1967 833，778 2，155，011 316，071 1，025，973 930，10 3，608，203 6，789，187 
1968 600，804 2，674，809 263，329 1，188，584 1，005，387 4，410，586 8，273，979 
1969 521，113 3，077，523 299，444 1，361，535 1，076，879 5，204，653 9，643，711 
1970 677，468 3，597，457 344，136 1，544，619 1，199，578 5，966，993 11，109，069 
1971 1，347，862 4，685，537 636，04E 1，977，661 1，587，337 7，027，488 13，690，693 
〔大蔵省，国債統計年報，興銀，公置社置統活十且報7
22 (180) 第 112巻第3. 4号
まず概観してみたい。




































1 9 6 0 1 968 
金額|構成比 金 額|構成比金 額l構成比
重警・港湾・国鉄 5，億27円3 56% 9 15，億34円7 61ラ6 22，億98円4 61% 1
国 土 保 全 1，096 11.9 2，079 8.3 3，033 8.0 
農 林・漁 業 822 8.8 1，859 7.4 2，904 7.8 
住宅・環境・施設 895 9.8 2，826 4，509 12.1 
厚 生 干高 祉 250 3.0 702 1，052 3.0 
文 教 930 10.0 2，101 3，035 8.1 
計 100.0 




















1 1960 1 19671 1968 119 
法人税法定税率(%) 38 37 35 35 35 35 
法人税(億ω円) 5，734 9.271 10，317 13，口目。 15，919 18，580 
法人所得〈億(B円)) 15，093 27，446 32，752 40，955 51，252 60，780 
負担率 (A/B) 38.0 E33.8 31.5 :n.9 31.1 30.6 
f財政金融統計月報〕


















1，億62円8 億円I 億円 5，億00円2 億円 億円1960 
1961 7，844 12，845 
1962 6 995 12，851 995 
1963 d 1，295 4，167 11，556 5，161 
1964 b 453 "' 506 11，104 4，654 
1965 5，173 d 2，985 16，277 1，670 
1066 1，133 2，809 17，112 1，316 
1967 c> 2，261 9，792 15，151 13，604 
1968 481 5，517 15，632 18，198 
1969 3，785 4，893 19，417 21，816 
1970 4，116 I 7，866 23，533 27，935 
1971 6，808 26，625 
1972 14，413 I .d. 1，631 7，159 21，221 22，178 
ムは質問は回収 債券売買は売却君子示すー f日銀経済統計年報〕































第8表 日銀信用の都市銀行向け供与比率 (億円， %) 
日 銀 信 用 うち都市銀行向け 銀日銀行信向用け比の都率市
貸出(A)買高ベ|そ白他|合計 貸出伊引合計 a+b A IB A+B 
1960~64年間 7.724 4.567 106 12可397 6.470 3.554 10.024 83.8 76.3 81.6 
1965~69年間 8，311 20，026 " 1，058 27，279 7，628 8，787 16，415 91.8 43.9 57.9 
(日本の金融独占，下， 26頁〉
22) 日本')金融独占，下， 26'"'-'28J:(， 












で '72年の 6月から毎月 H銀による手形の買オベが実施されはじめたのである。
しかし '71年以後顕著になってきた過剰流動性の時期に実施されるこういう買




伊藤忠，住友商事，丸紅， 日商岩井， 日綿， トー メン， 安宅産業， 兼松江商， 川鉄商
事3 清水建設，大成建設，大林組，三菱電機p 石川島播磨重工， 東2タ，富十通，小松製






である。自らまいた種を，自らが刈りとるというようなイ γ フレ対策を， 日銀
は '73年 1月以来連続的に実施したが〔銀行白土地関連融資規制，商社融資規制，公







































のである。しかしここでと〈に注意したし、のは， この時期のイ γ フレの進行や
過剰蓄積と関連して，銀行の融資が寄生的，投機的な部門へ向うようになった
第 9表企国銀行業種別貸出残高，構成比。推移 (百万円，引〉
1 1966 1 叩 1 1968 1 1田9 1970 1971 1972 
製造業叫6，山(3(542、6，9470〉8叫1 11mm59川町田民0(240，4O8日〉17，4924，06851213189周 1究叩'.閉7(45.8)1 ( 45.5)1 .8)1 (44.) (43.5)1 (39.4) 
卸小売業 7，4〔4209，617〕8，490，95643〕9，9く0299，5256〉1L2988，484013，550115716369977127 
〕く 29.4)1 (29.5)1 (28.8)1 (27.8)1 (27.3) 
小計十191Z11839(5765，7746 〉21.6吋 41295m90詑(75.9)1 (74.3)1 (7 34，7(40，153611|40，8( 13，O14 71.3)1 (66.7) 
98U，4463 】
( 4.4) 
L〔1784，275111，〈3404，E96)E 11526J4 847 
( 4.5) 
l，8〔48，4275〕2ヲ5〔7415983 町】 3，6〔11，5早0981 
不動産業 568，261 6〔95，29577〉 852，775 1，1く42338044〕1，469;469 2，303，525 3，9〔51J65Q1 〕( 2.6) ( 2.9) ( 3.7) ( 4.7) 
サピス業 900，533 1108O4，023 3 1，2724，E432 1 1，489，448 1p7〈681355 2，378，827 3，3(54，5752 ) ( 4.1) ( 4.3) ( 4.4) く 4.4) 4.5) ( 4.8) 
消費者金融 48712 828 634，593 872，727 l，251，397 58 1，649，680 23172P4 879 3，444，775 ( 2.2) ( 2.5) ( 3.0) く〕 ( 4.2) ( 4.5) ( 5.6) 
計 1213i矧3問 4PB39，433〉1|5，4(11ヲ6057〕1|6，7(35，759 (14.9)1 (16.0)1 (17.1) 9，4〔30192316〉14P3( 61，646 23.5) 
計 I215t3125凶 64)1 (100.0) 噌お?|官官卜9唱すR田1.272)1 (100.0)1 (100.0)1 (100.0) 6I，O〔716，G71 00.0) 
〔日銀，経済統計年報〕



















ニ菱銀行 三菱信託 明治生命 東且海上
企業名 1融資額 企業名 融資額 企業名|融資額 企業名 l融資額
三菱商事 45，618 三菱重工 34，665 富士製鉄 6，708 三菱化成 366 
三菱重工 44，267 東京電力 19，663 =菱重工 6，700 
三事京車菱販日地帯産所自
280 






fンプレー ションについての 考察 (189) 31 
融勢力として，三菱系各社の株式をも保有しているのである。
またこれらの三社は '70年代向けの国策(自主防衛，国土開発，資本D自由化〉と
結合して強蓄積を進めている代表的な企業である。三菱重工は常に防衛庁発注
額の第 位を占める軍需生産部門をもち.重工業生産においては世界企業の中
にヲ Yクされる産軍結合体である。三菱商事は海外原料資源の獲得，製品の販
売，内外における投資というような多角的な活動を通じて，三菱系各社を総括
し，それ自体国際化しつつある企業である。三菱地所は国土開発，都市再開発
政策と結合して，多数の関連会社と提携企業をもち，輸送γステム，レジャー
産業，観光開発，住宅産業，海外投資に進出している企業である。 '72年末NH
K放送会館の公開入札において予定価格の二倍に当る 354億円で落札したこと
は，三菱地所の実力と同時に，地価暴騰をおりこんだ都市再開発への同社の異
状な熱意を示したものであった。
さてこれらの独占企業集団を統括する三菱銀行が日銀とかなり深い歴史的関
係をもっていることはよく知られている。 '64年三菱銀行頭取宇佐美淘氏が日
銀総裁に送りこまれ '60年代後半の金融政策を指導したのも，こ白事実のあ
らわれといえよう。日本におけるこのような金融寡頭支配とその政策とを考慮
に入れるならば，政j府，通貨当局がとれまで何故にインフレの進行に無感覚で
あり，閏民の貯蓄や購買の手段である「円価値の擁護lにこれほど無関心であ
ったかを理解することができるであろう o (1973年9月3日，稿〕
